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はじめに 

 航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 111 条の 5 に基づき、国土交通大臣は航空輸

送の安全にかかわる情報を整理し、公表することとなっています。 

 本報告書は、平成 21 年度の航空運送事業者における航空輸送の安全にかかわる情

報をとりまとめたものです。 
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Ⅰ．国における航空安全の向上への取組み 

 航空交通は、一旦事故が発生すれば、重大な事故となるおそれがあるほか、国民

誰しもが巻き込まれる可能性を有しています。このため、国では、航空事故を起こ

さないため、航空安全についての対策を着実に実施しています。 

（１）交通安全基本計画 

 平成 18 年 3 月 14 日、中央交通安全対策会議は、平成 18 年度から 22 年度まで

の 5年間に講ずべき交通安全に関する施策の大綱として「第 8次交通安全基本計

画」を定めました。この中で国は航空交通について、以下の目標を掲げています。 

【数値目標】 特定本邦航空運送事業者注1）における乗客の死亡事故ゼロ 

注 1） 特定本邦航空運送事業者とは、客席数が 100 又は最大離陸重量が 50 トンを超える

航空機を使用して行う航空運送事業を経営する本邦航空運送事業者をいいます。 

 昭和 61 年以降、我が国の特定本邦航空運送事業者による乗客死亡事故は発生

していません。この数値目標は、この記録を継続しようとするものです。この目

標を達成するための施策のうち、第 8次交通安全基本計画においては重点施策又

は新規施策として以下の 6点を掲げています。 

○ 次世代航空保安システム  

○ 航空交通サービスの充実  

○ 空域の容量拡大と空域の有効活用  

○ 空港・航空保安施設の災害対策の強化  

○ 航空運送事業者等に対する監督体制の強化  

○ 予防的安全行政への転換 

 これらの施策の詳細、及びその他の施策については「第 8次交通安全基本計画」

（http://www8.cao.go.jp/koutu/kihon/keikaku8/index.html）を参照下さい。 
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（２）交通安全業務計画 

 国土交通省では、毎年度、交通安全基本計画に基づき、国土交通省交通安全業

務計画を策定しています。この計画には道路交通、鉄道等の各交通モードにおい

て交通の安全確保を図るために行う施策が列挙されており、航空交通の安全に関

する施策としては表Ⅰ－１の施策が挙げられています。 

表Ⅰ－１：航空交通の安全に関する施策（平成 21 年度） 

１．航空交通環境の整備 

 

1）航空保安システムの整備と提供サービスの充実 

2）空域の整備 

3）空港の整備 

4）空港・航空保安施設の災害対策の強化 

5）安全推進のための基盤整備 

２．航空機の安全な運航の確保 

 

1）予防的安全対策の推進 

2）航空運送事業者等に対する安全対策 

3）外国航空機の安全の確保 

4）航空従事者の技量の充実等 

5）航空保安職員の教育の充実 

6）小型航空機等の事故防止に関する指導等の強化 

7）スカイレジャーに係る安全対策の推進 

8）危険物輸送の安全基準の整備等 

9）航空事故原因究明体制の強化 

10）航空交通に関する気象情報等の充実 

３．航空機の安全性の確保 

 

1）航空機、装備品等の安全性を確保するための技術基準等の整備 

2）航空機の安全性に係る情報の収集、処理体制の充実等 

3）航空機の検査体制の充実 

4）航空機の整備に係る審査体制の充実 

5）航空機の経年化対策の強化 

４．救助・救急活動の充実 

 
1）捜索・救難体制の整備 

2）消防体制及び救急医療体制の整備 

５．研究開発及び調査研究の充実 

 
1）航空交通の安全に関する研究開発の推進 

2）航空事故等の原因究明のための総合的な調査研究の推進 
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 これらの施策の詳細については、「国土交通省交通安全業務計画」

（ http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/safety/sosei_safety_tk1_000003.html

）を参照下さい。 

 

（３）航空局技術部の組織体制 

 国土交通省航空局技術部及びその地方組織である地方航空局保安部では、航空

機及びその運航の安全確保を担当しています（図Ⅰ－１）。 

 航空局技術部には運航課、航空機安全課及び乗員課の 3 課が置かれており、こ

れに対応する地方組織として、東京及び大阪の地方航空局保安部に運用課並びに

航空事業安全監督官、運航審査官、航空機検査官、整備審査官及び航空従事者試

験官が置かれています。 

 平成 21 年度には、国産旅客機の技術審査を適確に遂行するための体制強化（国

産旅客機審査担当の定員を 17 名から 40 名に増加）等を行いました。さらには、

平成 22 年４月から、航空機安全課の航空機技術審査官を航空機技術審査室に改組

するとともに、国産旅客機の技術審査体制の更なる強化（型式証明調査官の設置、

国産旅客機審査担当の定員を 57 名に増加）を行っています。 
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図Ⅰ－１：航空局及び地方航空局の組織体制（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

 

注 2）平成22年 4月 1日付けで、航空機技術審査官は航空機技術審査室に改組するとともに、

航空機安全課に型式証明調整官を設置しました。 
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（４）航空運送事業の安全性向上のために講じている取組み 

 平成 21 年度中に航空機及びその運航の安全確保のために講じた主な施策を紹

介します。 

① 航空安全情報管理・提供システム（ASIMS システム）の運用を開始 

 航空局に報告された航空安全情報を管理するとともに、航空事業者に対して

必要な情報を提供するため、航空安全情報管理・提供システム（ASIMS システ

ム）の構築を進め、平成 21 年４月より本システムの運用を開始しました。 

 当該システムの活用により、航空事業者との航空安全情報の共有化が進み、

当該事業者における予防的安全対策の推進が期待されます。 

 

② ランプインスペクション情報交換（IASDEX）プログラムへの参加 

 我が国を含めた多くの国において、自国の空港に駐機中の外国航空機に対す

る立入検査（ランプインスペクション）を実施しています。 

 米国連邦航空局（FAA）では米国におけるランプインスペクションの結果を

データベース管理するとともに、各国が実施したランプインスペクション情報

を交換・共有するランプインスペクション情報交換（IASDEX）プログラムを有

しており、これまでカナダ、オーストラリア等が参加していましたが、平成 21

年 10 月、我が国についても当該プログラムへの参加について FAA と合意した

ところです。 

 IASDEX プログラムへの参加により、当該プログラムの参加国が実施したラン

プインスペクションに関する情報を入手することができ、我が国におけるラン

プインスペクションの効果的・効率的な実施等に活用することが可能となるこ

とが期待されます。 

 

③ 航空機に衝突した鳥の種類特定調査の開始 

 航空機と鳥との衝突（バードストライク）による被害を軽減するためには、

航空機にとって危険な鳥の種類を特定して、その生態に応じた効果的な防除計

画を策定することが肝要ですが、我が国においては、バードストライク事案の

うち約６割は鳥の種類が明らかになっていないところです。このため、平成 22

年２月から、DNA 鑑定等を用いて、航空機に衝突した鳥の種類を特定するため

の調査を開始しました。 

 

④ 航空保安に関するアジア太平洋地域大臣会合の開催 

 平成 21 年 12 月、オランダ・スキポール空港を出発し、米国デトロイトに向

かった米国航空機内において爆破テロ未遂事件が発生しました。 
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 当該事件を受け、平成 22 年３月、我が国主催により、航空保安に関するア

ジア太平洋地域大臣会合を開催し、アジア太平洋地域における航空保安の強化

に向け、各国が協調して取り組む決意を示す「航空保安に関するアジア太平洋

地域共同宣言」を採択しました。本会議及び本共同宣言の詳細については、

http://www.mlit.go.jp/report/press/cab02_hh_000019.html を参照下さい。 
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Ⅱ．平成 21 年度における航空運送事業者の事故等の発生状況 

１．航空事故・重大インシデントの発生の状況 

 平成 21 年度において本邦航空運送事業者の運航に伴い発生した航空事故及び重

大インシデント並びに航空事故及び重大インシデント数の推移は、以下のとおりで

す。 

１－１ 航空事故の発生の概況 

発 生 日 時 平成 21 年 8 月 10 日 20 時 23 分頃 

発 生 場 所 東京国際空港Ｂ滑走路上 

運 航 者 エアーニッポン 

航 空 機 ボーイング式 737-800 型(JA56AN) 

出発地／最初の着陸予定地 鳥取空港／東京国際空港 

便 名 ANA298 

搭 乗 者 乗客 147 名、乗務員 6 名（計 153 名） 

概 要 

ANA298 便は、鳥取空港を離陸し、東京国際空港Ｂ滑走路に着陸したが、

到着後の点検の結果、機体尾部下面に大修理相当の損傷が確認され、

また、東京国際空港Ｂ滑走路上に擦過痕が確認された。 

死 傷 者 なし 

機体の損壊等 機体尾部下面に破損等の損傷 

備 考 現在、運輸安全委員会が原因を調査中 

 

発 生 日 時 平成 21 年 11 月 29 日 17 時 31 分頃 

発 生 場 所 出雲空港離陸直後 

運 航 者 日本エアコミューター 

航 空 機 サーブ式 SAAB340B 型(JA8887) 

出発地／最初の着陸予定地 出雲空港／大阪国際空港 

便 名 JAC2356 

搭 乗 者 乗客 36 名、乗務員 3 名（計 39 名） 

概 要 

JAC2356 便は、出雲空港を離陸直後、機首左側に鳥が衝突したが、計器

の指示等に異常が見られなかったことから飛行を継続し、大阪国際空

港に着陸した。到着後の点検の結果、大修理相当の損傷が確認された。

死 傷 者 なし 

機体の損壊等 機首左前方外板の損傷 

備 考 
航空事故調査報告書が運輸安全委員会のホームページ

（http://www.mlit.go.jp/jtsb/index.html）に公表されています。 

（平成 22 年 7 月現在） 
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１－２ 重大インシデントの発生の概況 

発 生 日 時 平成 21 年 7 月 23 日 9 時 11 分頃 

発 生 場 所 ①大阪国際空港Ａ滑走路付近 ②大阪国際空港南東約 4km 付近

運 航 者 ①ジャルエクスプレス ②日本エアコミューター 

航 空 機 
①ダグラス式 DC-9-81 型(JA8499) 

②ボンバルディア式 DHC-8-402 型(JA844C) 

出発地／最初の着陸予定地 ①仙台空港／大阪国際空港 ②鹿児島空港／大阪国際空港 

便 名 ①JEX2200 ②JAC2400 

搭 乗 者 
① 乗客 68 名、乗務員 6 名（計 74 名） 

② 乗客 48 名、乗務員 4 名（計 52 名） 

概 要 

JEX2200 便は大阪国際空港Ｂ滑走路へ着陸後、許可を得ないま

まＡ滑走路を横断し、当該滑走路に進入中であった JAC2400 便

が管制の指示により着陸復行した。 

負 傷 者 なし 

機体の損壊等 なし 

備 考 現在、運輸安全委員会が調査中 

（平成 22 年 7 月現在） 
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（参考） 

○「航空事故」とは、次に掲げる事態をいいます（航空法第 76 条、航空法施行規則（昭和 27 年

運輸省令第 56 号）第 165 条の 2）。 

1. 航空機の墜落、衝突又は火災 

2. 航空機による人の死傷又は物件の損壊 

3. 航空機内にある者の死亡（自然死、自己又は他人の加害行為に起因する死亡、航空機乗組員、

客室乗務員又は旅客が通常立ち入らない区域に隠れていた者の死亡を除く。）又は行方不明 

4. 他の航空機との接触 

5. その他航行中の航空機が大修理に相当する損傷（発動機、発動機覆い、発動機補機、プロ

ペラ、翼端、アンテナ、タイヤ、ブレーキ又はフェアリングのみの損傷を除く。）を受けた

事態 

 

○「重大インシデント」とは、機長が航行中他の航空機との衝突又は接触のおそれがあったと認

めたとき、その他事故が発生するおそれがあると認められる次に掲げる事態をいいます（航空

法第 76 条の 2、航空法施行規則第 166 条の 4）。 

1. 閉鎖中の又は他の航空機が使用中の滑走路からの離陸又はその中止 

2. 閉鎖中の又は他の航空機が使用中の滑走路への着陸又はその試み 

3. オーバーラン、アンダーシュート及び滑走路からの逸脱（航空機が自ら地上走行できなく

なった場合に限る。） 

4. 非常脱出スライドを使用して非常脱出を行った事態 

5. 飛行中において地表面又は水面への衝突又は接触を回避するため航空機乗組員が緊急の操

作を行った事態 

6. 発動機の破損（破片が当該発動機のケースを貫通し、又は発動機の内部において大規模な

破損が生じた場合に限る。） 

7. 飛行中における発動機（多発機の場合は、2以上の発動機）の継続的な停止又は出力若しく

は推力の損失（動力滑空機の発動機を意図して停止した場合を除く。） 

8. 航空機のプロペラ、回転翼、脚、方向舵、昇降蛇、補助翼又はフラップが損傷し、当該航

空機の航行が継続できなくなった事態 

9. 航空機に装備された 1 又は 2 以上のシステムにおける航空機の航行の安全に障害となる複

数の故障 

10. 航空機内における火災又は煙の発生及び発動機防火区域内における火災の発生 

11. 航空機内の気圧の異常な低下 

12. 緊急の措置を講ずる必要が生じた燃料の欠乏 

13. 気流の擾乱その他の異常な気象状態との遭遇、航空機に装備された装置の故障又は対気

速度限界、制限荷重倍数限界若しくは運用高度限界を超えた飛行により航空機の操縦に障

害が発生した事態 

14. 航空機乗組員が負傷又は疾病により運航中に正常に業務を行うことができなかった事態

15. 航空機から脱落した部品が人と衝突した事態 

16. 前各号に掲げる事態に準ずる事態 
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１－３ 航空事故・重大インシデントの発生数の推移 

 本邦航空運送事業者が運航する航空機に係る航空事故・重大インシデントの件数

の推移については、以下のとおりです。 

図Ⅱ－１：航空事故・重大インシデントの発生件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）航空死亡事故の推移（定期航空） 

 1990 年代以降、安全対策の取組みにより世界的な死亡事故率はおおむね低下し

てきています。 

 我が国においては、昭和 61 年以降、特定本邦航空運送事業者における乗客の死

亡事故は、発生していません。 
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２．航空法第 111 条の 4の規定による報告の概況 

 航空法第 111 条の 4の規定に基づき、本邦航空運送事業者及び航空機使用事業者

は、航空輸送の安全に関わる情報（①航空事故、②重大インシデント、③その他の

航空機の正常な運航に安全上の支障を及ぼす事態（以下「安全上のトラブル」とい

います。）注3）を国に報告することが義務付けられています。 

注 3）「安全上のトラブル」とは、次に掲げる事態をいいます（航空法施行規則第 221 条の 2）。

（安全上のトラブルの分類と具体例） 

① 航行中に発生した航空機の構造の損傷 

（例） 鳥との衝突や被雷による機体の損傷 

② 航行中に発生したシステムの不具合 

（例） エンジントラブル、通信・電気系統のトラブル 

③ 航行中に発生した非常用機器等の不具合 

（例） 火災・煙の検知器の故障 

④ 規則を超えた運航の実施 

（例） 決められた限界速度の超過 

⑤ 航行中に急な操作等を実施 

（例） TCAS（航空機衝突防止装置）等の指示に基づく操作 

⑥ その他 

 これは、航空事故等を防止する手段として、航空事故や重大インシデントの原因

を究明した再発防止を図るのみならず、安全上のトラブルのような航空事故や重大

インシデントに至らなかった事案に関する情報についても航空関係者で共有し、予

防安全対策に活用していくことが重要なためです。 

 航空局では、報告された航空輸送の安全にかかわる情報に基づき、次のような取

組みを行っています。 

１） 報告された安全情報について、航空安全情報管理・提供システム（ASIMS シス

テム）等を通じて、他の航空事業者にも提供することにより、航空事業者におけ

る安全性向上への取組みや安全管理体制の改善を促進します。 

２） 報告された安全情報について、安全上のトラブル等の発生傾向を把握するた

め統計的な分析を行うほか、安全に対する影響が大きいと考えられる事案につい

ては、詳細分析を実施します。 

３）「航空安全情報分析委員会」注4）において安全上のトラブル等の発生要因やその

背景等の客観的分析を行う他、機材不具合、ヒューマンエラー等への対応策を検

討し、その結果を航空局の安全施策に反映するなど、予防安全対策に活用します。 

注 4）「航空安全情報分析委員会」は、航空事業者等から報告された航空輸送の安全に関わる情

報を評価・分析し、安全性向上のため講ずべき予防安全対策について審議・検討するために

設置された委員会で、航空技術に関する専門家や学識経験者、及び航空局技術部関係者で構

成されています。 
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２－１ 航空輸送の安全に関わる情報の事案発生件数注５） 

 平成 21 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日までの 1 年間に、航空法第 111 条の

4に基づき、本邦航空運送事業者に係る航空事故 2件、重大インシデント 1件、安

全上のトラブル 884 件（以下、これらの事案を合わせて「安全上のトラブル等」と

いいます。）の合計 887 件の事案について、報告がなされました。（報告されたこれ

らの全ての事案の概要については、別冊を御参照下さい。） 

 安全上のトラブル等の報告制度が創設された平成18年10月1日以降に報告され

た累積の事案発生件数は、航空事故 10 件、重大インシデント 12 件、安全上のトラ

ブル 2,853 件の合計 2,875 件となりました。 

注 5）同一事象に関して複数の事業者から報告のあった事案については、ここでは 1件として計

上しています。なお、これらの事案については、本報告書では、特に断りのない限り、報告

件数 2件（2社の事業者から報告があった場合）、発生件数 1件として計上しています。 

（１）月別事案発生件数の推移 

 月別の安全上のトラブル等の発生件数を表Ⅱ－１及び図Ⅱ－２に示します。 

表Ⅱ－１：月別事案発生件数 

 
平成 21 年 平成 22 年 計 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 21 年度 累計注 6)

航 空 事 故 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 10

重大イ ン シ デ ン ト 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 12

安 全 上 の ト ラ ブ ル 52 71 61 99 74 57 91 80 80 69 71 79 884 2,853

計 52 71 61 100 75 57 91 81 80 69 71 79 887 2,875

注 6) 累計は、航空法第 111 条の 4 に基づく報告制度が創設された平成 18 年 10 月 1 日から

平成 22 年 3 月 31 日まで件数の合計です。以下、本報告書において同じです。 

図Ⅱ－２：月別事案発生件数の推移 
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 表Ⅱ－１の安全上のトラブルを航空法施行規則第221条の2の分類に従って集計

した件数を表Ⅱ－２に示します。 

表Ⅱ－２：安全上のトラブルの分類別件数 

 
平成 21 年 平成 22 年 計 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2月 3 月 21 年度 累計

①鳥 衝 突 ・ 被
雷等による損傷 

10 5 5 9 10 5 9 12 14 7 7 4 97 274

②システム 
の 不 具 合 

21 23 26 42 27 19 39 27 34 26 26 33 343 1117

③ 非 常 用 機
器等の不具合 

1 3 0 6 3 0 5 5 7 3 2 4 39 137

④ 規 則 を 
超えた運航 

3 3 5 3 1 3 4 4 4 6 2 4 42 127

⑤機器からの指示に
よる急な操作等注７） 

14 28 15 32 25 22 26 25 20 25 31 30 293 949

⑥ そ の 他 3 9 10 7 8 8 8 7 1 2 3 4 70 249

計 52 71 61 99 74 57 91 80 80 69 71 79 884 2853

 

注 7）このうち、航空機衝突防止装置（TCAS）の回避指示（RA）に基づく操作が大半を占め

ていますが、この中には図Ⅱ－３及び図Ⅱ－４のように、通常の管制指示に従った正常運

航においても相手機との位置や速度関係によって回避指示が作動することがあります。ま

た、対地接近警報装置（GPWS）が作動した事案についても、ほとんどの事案が飛行経路付

近の山や谷の影響により、一時的に地表への接近率が増加した事案で、実際に危険が切迫

したと認められる事案はありませんでした。 

図Ⅱ－３：水平飛行に移行する際の TCAS RA の例 

 

 航空機 Aが高度 31,000 フィートを巡航中、航空機 Bは高度 30,000 フィートで水平飛行

に移行する予定で上昇していたところ、TCAS 装置は航空機 Bが水平飛行に移る予定である

ことを認識できないことから、航空機 Bがそのまま上昇を続けて航空機 Aと Bが接近して

しまう可能性を排除するため、安全上回避指示を行いました。 

31,000 ft

30,000 ft

TCAS RA

TCAS RA

航空機 A 

航空機 B 

実際の予定高度・位置 

TCAS が予測した高度・位置 

約 300m 
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図Ⅱ－４：新千歳空港の北側で TCAS RA が作動する例 
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 新千歳空港に進入する航空機と千歳飛行場に進入する航空機が航空管制の指示に基

づいて500ftの高度差で交差する際にTCAS RAが作動することがあります。航空局では、

このような状況で TCAS RA が作動した場合には、詳細な状況確認を行っています。 
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（２）航空運送事業者別事案報告件数 

 航空運送事業者別の安全上のトラブル等の報告件数を表Ⅱ－３に示します。 

表Ⅱ－３：事業者別事案報告件数 

 
平成 21 年 平成 22 年 計 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 21 年度 累計

日本航空グループ 30 31 20 37 30 20 39 30 31 38 30 34 370 1209
日本航空インターナショナル注８） 19 22 10 19 15 13 26 19 13 17 15 18 206 752
日本トランスオーシャン航空 4 1 2 1 3 0 1 3 2 8 2 7 34 91
ジャルウェイズ 0 1 0 6 0 0 2 0 4 1 1 3 18 63
ジャルエクスプレス 0 0 0 2 2 3 0 1 1 3 2 0 14 48
日本エアコミューター 4 2 3 6 2 2 3 3 2 3 3 2 35 120
ジェイエア 3 3 4 2 6 2 7 4 8 6 7 3 55 107
北海道エアシステム 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 8
琉球エアーコミューター 0 2 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 6 20

全日空グループ 9 26 18 31 29 22 27 29 30 21 22 24 288 941
 全日本空輸 4 15 15 21 19 14 19 22 23 14 19 12 197 622
 エアーニッポン 2 9 2 7 4 5 5 4 3 3 0 7 51 159
 エアージャパン 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16
 エアーネクスト 1 0 0 1 2 0 0 0 0 2 0 2 8 20
 エアーニッポンネットワーク 0 0 0 1 4 2 2 1 3 0 2 1 16 76
 エアーセントラル 1 1 1 1 0 1 0 0 1 2 0 1 9 34
 ANA＆JP エクスプレス 1 1 0 0 0 0 1 2 0 0 1 1 7 14

日本貨物航空 4 2 0 3 3 0 2 2 1 0 5 3 25 73

スカイマーク 1 3 4 7 6 5 4 4 8 3 2 7 54 228

北海道国際航空 4 1 2 0 0 2 1 3 0 0 4 2 19 51

スカイネットアジア航空 2 3 8 17 4 5 16 5 5 6 4 5 80 178

スターフライヤー 2 3 7 4 3 3 2 3 3 0 3 1 34 115

フジドリームエアラインズ - - - 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1

アイベックスエアラインズ 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 1 4 16

天草エアライン 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 4 8

オリエンタルエアブリッジ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 14

新中央航空 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 4

その他注９） 0 1 1 0 0 0 0 2 1 1 0 1 7 41

計 52 71 61 101 75 57 91 81 80 69 71 79 888 2879

注 8）日本航空インターナショナルとの合併（平成 20 年 4 月 1日）以前に発生した日本ア

ジア航空の事案は、日本航空インターナショナルの件数に含めています。 

注 9)事業廃止（平成 20 年 10 月 5 日）以前のギャラクシーエアラインズの事案は、その他

の件数に含めています。 
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（３）機種別事案報告件数 

 機種別の安全上のトラブル等の報告件数を表Ⅱ－4に示します。 

表Ⅱ－４：機種別事案報告件数 

 
平成 21 年 平成 22 年 計 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 21 年度 累計

B737 系列 17 17 19 34 22 17 32 22 25 26 15 33 279 683

B747(在来型)注 10） 1 0 0 1 - - - - - - - - 2 97

B747-400 9 15 2 10 8 5 8 6 7 2 12 8 92 295

B767 系列 7 13 11 14 12 12 13 15 15 15 17 14 158 604

B777 系列 3 5 10 12 10 6 5 10 9 2 5 5 82 259

A300-600  2 3 0 3 0 0 8 4 1 5 3 1 30 119

A320 系列 3 6 7 8 6 6 7 8 5 3 5 3 67 225

DC-9 系列 2 2 1 6 3 3 6 3 1 4 1 4 36 158

DHC-8-100～-300 0 1 2 4 2 0 2 1 1 0 1 1 15 67

DHC-8-400 3 2 3 7 6 5 1 1 4 4 3 3 42 153

CRJ 3 3 3 2 5 2 4 3 4 2 3 2 36 99

ERJ170 0 0 1 0 1 0 3 3 5 4 5 2 24 25

SAAB340B 2 1 1 0 0 0 2 2 2 1 1 2 14 52

Do228 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

BN-2B 0 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 3 6
その他 0 1 1 0 0 1 0 3 0 1 0 1 8 34

計 52 71 61 101 75 57 91 81 80 69 71 79 888 2879

注 10）B747(在来型)は平成 21 年 7 月 31 日を最後に運航を終了しています。 

２－２ 報告された事案への対応 

 表Ⅱ－５は、平成 21 年度において航空法第 111 条の 4 に基づき報告された事案

のうち、 

１）運輸安全委員会において原因等の調査が行われる「事故・重大インシデント」 

２）航空局から航空運送事業者に対して既に同種事案の再発防止を指示しており、

航空安全情報分析委員会においても再発防止のためのフォローアップが必要

であると認められた主要な「安全上のトラブル」 

について、その事案の概要と講じている対策・措置を整理したものです。 
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表Ⅱ－５：主要な事案及びこれに対する措置 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

（１）事故 

1 H21.8.10 鳥取空港を

離陸し、東

京 国 際 空

港B滑走路

に着陸した

が、到着後

の 点 検 の

結果、機体

尾 部 下 面

に 大 修 理

相 当 の 損

傷が確認さ

れ た 。 ま

た、滑走路

上 に 擦 過

痕が確認さ

れた。 

運輸安全委員会に

より調査中 

当面の対策として以

下の措置等を実施し

た。 

①副操縦士操縦中に

おける機長の対応

方針の明確化 

②B737-800 型機の

操縦特性の再確認

について運航乗務

員に周知 

③訓練実施要領の改

善 

今後も運輸安全委員

会の調査状況等を踏

まえ、必要により更な

る対策を実施する。 

会社に要因分析を

指示し、当面の対策

内容を確認 

今後、運輸安全委

員会の調査結果を

踏まえ、必要な追加

措置を実施予定 

エアーニッポン 

ボ ー イ ン グ 式

737-800 型 

2 H21.11.29 出雲空港を

離陸直後、

機 首 左 側

に 鳥 が 衝

突したが、

計 器 の 指

示 等 に 異

常が見られ

なかったこ

とから飛行

を 継 続 し 、

大 阪 国 際

空 港 に 着

陸した。到

着 後 の 点

検の結果、

大 修 理 相

当 の 損 傷

が確認され

た。 

出雲空港離陸直後

に 鳥 と 衝 突 し た た

め、機体を損傷した

ことにより発生した

ものと推定 

鳥衝突の可能性を目

視または情報等によ

り察知した場合は、離

陸または進入を待機

し、鳥駆除を要求する

等の対策を引き続き

実施 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本エアコミュ

ーター 

サ ー ブ 式

SAAB340B 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

（２）重大インシデント 

3 H21.7.23 ジャルエク

ス プ レ ス

2200 便 は

大 阪 国 際

空港B滑走

路 へ 着 陸

後、許可を

得ないまま

A 滑走路を

横断し、当

該 滑 走 路

に進入中で

あった日本

エ ア コ ミ ュ

ーター2400

便 が 管 制

の指示によ

り着陸復行

した。 

運輸安全委員会に

より調査中 

ジャルエクスプレスに

おいて、当面の対策

として以下の措置等

を実施した。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

今後も運輸安全委員

会の調査状況等を踏

まえ、必要により更な

る対策を実施する。 

会社に要因分析を

指示し、当面の再発

防止策を確認 

今後、運輸安全委

員会の調査結果を

踏まえ、必要な追加

措置を実施予定 

ジャルエクスプ

レス／日本エア

コミューター 

ダ グ ラ ス 式

DC-9-81 型／ 

ボンバルディア

式 DHC-8-402

型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

（３）安全上のトラブル 

①航空機の損傷 

4 H21.4.12 高松空港へ着陸

時、機体姿勢が

不安定となったた

め着陸復行を行

った 際、 機体 尾

部のテールスキ

ッドを滑走路面に

接触させた。 

接地直前に風向が

変化し不安定な機

体姿勢になったこと

から、着陸復行する

ために推力を増加し

たことによって、更

に機首上げ状態と

なり、テールスキッド

を接触させた。 

①運航乗務員に対す

る教育訓練及び審

査を実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

5 H21.4.22 大阪国際空港に

着陸時、左主翼

端を滑走路に接

触させた。 

着陸時に気流の乱

れがあったことによ

るものと推定 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練及

び審査を実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③ 定 期 訓 練 に お い

て、低高度におけ

る風の変化を入れ

たシミュレータ訓練

を実施 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本航空インタ

ーナショナル 

ダ グ ラ ス 式

DC-9-81 型 

6 H21.5.2 大阪国際空港を

離陸時、機体尾

部のテールスキ

ッドを滑走路面に

接触させた。 

離陸時の機首上げ

操作が過大であっ

たため、機体浮揚時

の 迎 角 が 大 き く な

り、テールスキッドを

接触させた。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練及

び審査を実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③離陸時の機首上げ

操作手順に関する

社内規定の改善 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 20 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

7 H21.7.3 新千歳空港を離

陸 し て 飛 行 中 、

中央油圧系統の

作動油量が徐々

に低下した。大阪

国際空港到着後

の点検で、右側

主脚の内側後部

のタイヤの表面

が全周に渡って

剥離しているの

を確認した。 

離陸時に剥離したタ

イヤの破片により、

主脚にある油圧系

統のチューブを損傷

させ、油量の低下に

至ったものと考えら

れる。タイヤ表面の

剥離は、製造時の

異物混入に起因す

る可能性が高いこと

が判明した。 

① 航 空 会 社 に お い

て、当該タイヤと同

一ロット品を特定

し、在庫品の排除

と機体装着品の取

卸しを実施するとと

もに、タイヤ製造会

社に改善を要請 

②タイヤ製造会社に

おいて、製造工程

の一斉点検を実施

し異物混入の可能

性を排除するととも

に、剥離検査の強

化を実施 

①航空会社に要因

分析を指示し、対

策内容を確認 

②タイヤ製造会社に

立入検査を実施

し、製造工程等が

適切に改善され

ていることを確認

日本航空インタ

ーナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

777-300 型 

8 H21.7.10 成田空港を離陸

時、機体尾部の

テールスキッドを

滑走路面に接触

させた。 

離陸時の機首上げ

操作が過大であっ

たため、機体浮揚時

の 迎 角 が 大 き く な

り、テールスキッドを

接触させた。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練及

び審査を実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③離陸時の機首上げ

操作手順に関する

社内規定の改善 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

9 H21.10.7 富山空港へ着陸

時、機体尾部の

テールスキッドを

滑走路面に接触

させた。 

着陸進入時の経路

の修正操作により、

機体の速度が低下

し、過大な機首上げ

状態となったため、

テールスキッドを接

触させた。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練及

び審査を実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起及び訓練実

施 

③機首上げ操作に関

する訓練の改善 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

 



 

- 21 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

②システムの不具合 

10 H21.7.7 成田国際空港を

離 陸 後 上 昇 中

に、第２エンジン

のエンジンオイル

量が減少し０にな

った。当該エンジ

ンを停止させ、燃

料を投棄後、航

空交通管制上の

優先権を要請の

うえ引き返し、同

空 港 へ 着 陸 し

た。到着後の点

検では、当該エ

ン ジ ン オ イ ル 量

は正常値であっ

た。 

当該エンジンのオイ

ルの循環経路から、

O リングが発見され

た。この O リングに

より、エンジンオイ

ルの流れが悪くな

り、オイルタンク内

のオイル量が次第

に減少したものと考

えられる。 

①同型式機について

点検を実施し、他

の１機において同

様の O リングを発

見 

②本件の原因は、製

造時の O リングの

不完全な装着が原

因であると推定さ

れることから、エン

ジン製造会社に再

発防止策の検討を

依頼 

③ エンジン製造会社

において O リング

の設計変更等を検

討中 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型エンジンを使

用する事業者に

情報提供 

日本貨物航空 

ボ ー イ ン グ 式

747-400F 型 

11 H21.7.15 那覇空港へ向け

降下中、脚下げ

操作を実施したと

ころ、脚が完全に

下りたことを示す

表示とならなかっ

た。確認したとこ

ろ３つの脚部関

連の回路遮断器

が切れていたた

め、リセット操作

を 実 施 し た と こ

ろ、計器表示は

正常な状態に戻

り、通常通り着陸

した。 

３つの回路遮断器

は 独 立 し て い る た

め、システムの不具

合により同時に回路

が切れる可能性は

低い。一方、操縦座

席をリクライニングし

た状態で後端まで

下げると当該回路

遮断機に接触する

こと及び当該座席

のショルダーハーネ

スを勢いよく戻すと

当該 3 つの回路遮

断器に当たるなど、

外的要因により起こ

った可能性も考えら

れるが、不具合の

原因と特定するに

は至らなかった。 

①意図しない回路遮

断機の切断を防ぐ

ために、棒状のガ

ードの取付け 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③念のため３つの当

該回路遮断器を交

換 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

スカイネットアジ

ア航空 

ボ ー イ ン グ 式

737-400 型 

 

 

 



 

- 22 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

12 H21.7.18 成田国際空港

を離陸後、機体

に 振 動 を 感 じ

た。その後、ス

ポイラー（エア

ブレーキ）の異

常 を 示 す 計 器

表示等があり、

方向修正操舵

も必要な状態で

あったため引き

返し、同空港に

着陸した。 

スポイラーの作動を

制御するバルブ内

部にある O リングの

強度が不十分であ

り、それが損傷した

結果、O リングの切

れ端により、作動装

置のスポイラー格納

方向の油圧経路が

塞がれていた。この

異物により常にスポ

イラーの展開側が

加圧されていたもの

と推察される。 

不具合品と同じ製造

会社による O リング

が装着されたバルブ

を他社製の O リング

が装着されたものへ

順次交換 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

ジャルウェイズ 

ボ ー イ ン グ 式

777-200 型 

13 H21.7.20 東京国際空港

を 離 陸 後 、 異

音 、 風 切 音 及

び振動が発生

し、前脚が格納

されていないこ

とを示す計器表

示があった。関

係 す る 回 路 遮

断器に異常は

なく、再度脚上

げ 操 作を 実施

す る も 状 況 は

変わらなかった

ため引き返し、

同空港に着陸

した。 

前脚を格納するた

めの油圧系統のう

ち、油圧漏れ防止

装置で内部漏洩が

あり、油圧系統が機

能しなくなったため、

前脚が格納されな

かった。 

①不具合原因と考え

られる油圧系統に

かかる装備品を全

て 整 備 工 場 に 送

り、点検を実施した

結果、油圧漏れ防

止装置の内部漏洩

が原因であること

を特定 

②重整備時に使用時

間の長い油圧漏れ

防止装置を交換 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

スカイネットアジ

ア航空 

ボ ー イ ン グ 式

737-400 型 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 23 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

14 H21.8.9 対馬空港へ進

入 中 、 天 候 不

良のため着陸

をやり直そうと

して、エンジン

推力を上げたと

ころ、左側エン

ジンで異音と振

動が発生し、エ

ン ジ ン 出 力 が

低下したのち、

エンジン内温度

が 900℃を超え

たため、当該エ

ンジンを停止さ

せ航空交通管

制上の優先権

を要請の上引

き返し、福岡空

港に着陸した。 

エンジンの分解整備

時に異物が混入し

たため、第 4 段目の

軸受部等が損傷し

て当該事象に至っ

た も の と 推 測 さ れ

る。 

①エンジン整備会社

に対し改善を要請 

② 当 該 整 備 会 社 で

は、分解修理時に

異物が混入しない

よう、エンジン製造

会社の推奨に基づ

き分解修理手順を

改善 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型エンジンを使

用する事業者に

情報提供 

エアーニッポン 

ボ ー イ ン グ 式

737-500 型 

15 H21.8.27 串本上空を巡

航 中 、 機 内 与

圧が低下したた

め、手動で酸素

マスクを落下さ

せ、緊急降下を

実施した。 

着陸後の点検にて、

与圧系統のバルブ

の 1 つの取付け方

向に誤りがあること

が発見された。当該

バルブを取付けた

整備委託先の作業

者は作業手順書を

準備せずに作業を

実施し、取付け終了

時の検査において

も 発 見 で き な か っ

た。 

①同型式機の与圧系

統のバルブを点検

し、異常のないこと

を確認 

②ANA グループ及び

整備委託先に対す

る事例紹介・注意

喚起 

③整備委託先におい

て、使用した作業

手順書を記録し、

確認を受ける運用

を開始 

④整備委託先の作業

者に対する訓練の

実施 

⑤整備委託先の検査

体制の強化 

⑥ANA による整備委

託先管理を強化 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

 

 

 



 

- 24 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

16 H21.10.10 関西国際空港

を離陸後、左側

エンジンの不具

合 を 示 す 計 器

表示があった。

推 力 を 抑 え て

飛行を継続した

が状況が変わ

ら な か っ た た

め、当該エンジ

ン を 停 止 さ せ

た。航空管制上

の優先権を要

請 の 上 、 目 的

地 で あ る 新 千

歳空港に着陸

した。 

エンジンの分解整備

時に異物が混入し

たため、第 4 段目の

軸受部等が損傷し

て当該事象に至っ

た も の と 推 測 さ れ

る。 

①エンジン整備会社

に対し改善を要請 

② 当 該 整 備 会 社 で

は、分解修理時に

異物が混入しない

よう、エンジン製造

会社の推奨に基づ

き分解修理手順の

見直しを実施 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型エンジンを使

用する事業者に

情報提供 

全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

17 H21.11.27 大島上空を巡

航中、右側エン

ジ ン の 不 具 合

を 示 す 計 器 表

示があり、その

後 も 変 化 が な

かったため、当

該エンジンを停

止させた。その

後、目的地であ

る東京国際空

港に通常着陸

した。 

エンジンの分解整備

時において、軸受部

の修理作業を実施

した事業者（軸受部

の製造会社）での作

業不具合に起因し

て当該軸受部が損

傷し、当該事象に至

ったものと推測され

る。 

①修理事業者（軸受

部製造会社）に対

して改善を要請 

②修理事業者（軸受

部製造会社）は、

修理手順を改善す

るとともに、不具合

が疑われる軸受部

を組込んだエンジ

ンを使用する航空

会社に対して繰返

し点検の実施を指

示 

③航空会社では、軸

受部製造会社の指

示に基づき、不具

合が疑われる軸受

部を組込んだエン

ジンの繰返し点検

を 実 施 す る と と も

に、当該エンジンを

順次交換 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型エンジンを使

用する事業者に

情報提供 

全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

747-400D 型 

 

 



 

- 25 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

18 H22.1.17 東京国際空港

へ 進 入 中 、 脚

下 げ 操作 を実

施したところ、

主 脚 が 下 が っ

ていないことを

示す計器表示

があった。上げ

下げ操作や手

動での脚下げ

操作を実施した

が状況が変わ

ら な か っ た た

め 、 客 室 内 の

主脚確認用窓

か ら 脚 下 げ が

正常に行われ

ていることを確

認した上で、東

京国際空港に

着陸した。 

右側主脚が正常に

下がり固定されてい

ることを感知する装

置（センサー）に不

具合があった。航空

機製造会社による

と、装置への水分の

浸入により同様の

事例が起こっている

ことから、それが原

因でセンサーの不

具合が発生したもの

と推測される。 

①同社全機に対し、

センサーに不具合

の兆候が見られな

いかどうか、一斉

点検を実施 

②全てのセンサーを

改良型のものに順

次交換するととも

に、水分が浸入す

る恐れのある隙間

を充塡材で覆う作

業を実施 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

スカイネットアジ

ア航空 

ボ ー イ ン グ 式

737-400 型 

19 H22.1.26 那覇空港を離

陸後、左側エン

ジ ン の 推 力 が

失速音とともに

低下し、エンジ

ン排気温度が

上昇したため、

当該エンジンを

停 止 し て 那 覇

空港へ引き返し

た。 

高圧コンプレッサー

の第6段目にある静

翼のうち 1 枚の根本

が損傷し、その影響

により第 7 段目の動

翼が破断し、周辺構

造への損傷に至っ

た も の と 推 測 さ れ

る。関連部品をエン

ジン製造会社に送

り、原因究明中。 

①当面の対策として、

同型エンジンを対

象に詳細な検査を

実施し、不具合が

ないことを確認 

②エンジン製造会社

の調査結果を基づ

き、今後、必要な対

策を検討する 

①会社に要因分析

を指示し、当面の

対策内容を確認 

②今後、原因調査

の結果等を踏ま

え、必要な追加措

置を実施予定 

日本航空インター

ナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

777-300 型 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 26 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

20 H22.1.27 大阪国際空港

を離陸後、前脚

の 異 常 を 示 す

計器表示があ

り、異音も発生

したため、機速

を直ちに減速さ

せた。その後、

当該表示は消

灯したが、出発

空 港へ引 き返

す こ と と し た 。

大阪国際空港

へ の 進 入 中 、

通常操作により

脚 下 げ 操 作を

実施したが、再

び前脚の異常

を 示 す 計 器 表

示があった。他

の表示系統の

確認により脚が

下りていること

は 確 認 で き た

が、念のため代

替 手 段 に よ る

脚 下 げ 操 作 も

実施し、目視確

認も行い、航空

管制上の優先

権を要請した上

で着陸した。 

前脚が正常に固定

されていることを感

知する装置（センサ

ー）と電子制御装置

の間にあるコネクタ

ーで、ロックされて

いないピンが 1 本あ

るのが発見された。

当該箇所への整備

作業の履歴はなか

ったことから、製造

時の不具合と推測

される。 

①同型機全機に対し

て点検を実施し、

同様の不具合がな

いことを確認 

②航空機製造会社に

おいて関係者に事

例紹介・注意喚起

を実施 

①航空会社に要因

分析を指示し、対

策内容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

③航空機製造会社

に対して改善を指

示し、対策内容を

確認 

日本エアコミュー

ター 

ボンバルディア式

DHC-8-402 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

21 H22.2.3 東京国際空港

を離陸後、大き

な音と振動とと

もに左側エンジ

ンの推力が低

下し、エンジン

排気温度が上

昇したため、当

該エンジンを停

止 し て 東 京 国

際 空港へ 引き

返した。 

エンジンの分解検査

による損傷の状況

や過去の不具合事

例などから、第 4 段

目の軸受け部の破

損から、周辺部の損

傷に至ったものと推

測される。 

①当面の対策として、

同型エンジンに対

して一斉点検を実

施するとともに、点

検間隔の短縮化を

実施 

②エンジン製造会社

の調査結果に基づ

き、今後必要な対

策を検討 

① 会 社 に 要 因 分

析、当面の対策

内容を確認 

②今後、原因調査

の結果等を踏ま

え、必要な追加措

置を実施予定 

日本航空インター

ナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

737-800型 

22 H22.2.11 新千歳空港へ

進 入 中 、 脚 下

げ操作を実施し

たところ、当該

主 脚 が 下 が っ

ていないことを

示す計器表示

があった。上げ

下げ操作や手

動での脚下げ

操作を実施した

が状況が変わ

ら な か っ た た

め 、 客 室 内 の

主脚確認用窓

か ら 脚 下 げ が

正常に行われ

ていることを確

認した上で、着

陸 態 勢 に 入 っ

た。その後、着

陸進入中に計

器表示は正常

に戻った。 

脚下げを検知する

センサー部等に氷

が付着していたこと

から、脚下げのシス

テムやその計器表

示系統に何らかの

一時的な不具合が

あったものと推測さ

れる。 

航空機製造会社によ

ると、同様の事例は

過去に例がないとの

ことであり、同様の不

具合が発生する確率

は非常に低いと考え

られるが、今後は同

種の不具合の発生の

有無を継続的に監視

し、必要に応じて追加

措置を実施 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

北海道国際航空 

ボ ー イ ン グ 式

737-500型 



 

- 28 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

③非常用機器等の不具合 

23 H21.5.22 パリシャルルド

ゴール空港 へ

着陸前の確認

の際に、客室乗

務員が、アッパ

ー デ ッ キ の 左

側ドアのドアモ

ードが手動モー

ドになっている

こ と に 気 づ い

た。 

機材に不具合がな

かったことから、客

室乗務員のヒューマ

ンエラー又は旅客

が操作した可能性

がある。 

①グループ各社客室

部門に対する事例

紹介・注意喚起 

②出発前、到着前に

おけるドアモードの

レバーが定位置に

あることの確認を、

担当の保安担当客

室乗務員に加え、

サービスを主に担

当するために乗務

している客室乗務

員も実施する手順

に変更 

③非常口に対する監

視強化 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

747-400 型 

24 H21.11.24 試験飛行の酸

素マスク落下試

験時に、一部の

マスクが落下し

なかった。 

整備委託先におい

て、当該委託先の

作業者がマニュア

ルにない方法により

酸素マスクの収納を

行っていたため、酸

素マスクが落下しな

かったものと推測さ

れる。 

①同型式機の一斉点

検を実施し、他の２

機について同様の

不具合があること

を確認 

②航空会社の立会検

査項目の見直し 

③整備委託先の作業

員に対する事例紹

介・注意喚起 

④整備委託先におい

て、非常用装備品

に関する訓練を強

化 

①航空会社に対し

て厳重注意を行

い、対策内容を確

認 

②整備委託先に対

し て 立 入 検 査 を

実 施し た上で 業

務改善勧告を行

い、対策内容を確

認 

全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

777-200 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

④規則を超えた運航 

25 H21.4.2 成田国際空港

へ 着 陸 時 、 機

体内外の気圧

差が規定値を

超過した。 

与圧制御装置に不

具合が発生した。運

航乗務員は機体内

外の気圧差が規定

値を超えた状態で

着陸した。 

①当該型式運航乗務

員に対する事例紹

介・注意喚起 

②不具合発生時の地

上との連携を強化 

③当該運航乗務員に

対する教育訓練及

び審査の実施 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本航空インター

ナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

26 H21.4.23 那覇空港を離

陸 後 上 昇 中 、

左 右 の 燃 料 タ

ンクの消費量に

差が生じ、左右

の燃料量の差

が制限値を上

回った。 

運航乗務員は、離

陸上昇中、上昇経

路の乱気流に注意

を払っていたため、

燃料量の変化に気

付くのが遅れ、左右

燃料タンク間の燃料

の移行を行わなか

ったため、左右の燃

料タンクの燃料量に

差が生じた。 

①全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

②離陸上昇中の手順

に左右燃料タンク

の燃料量の差に対

する注意事項を新

設 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本トランスオー

シャン航空 

ボ ー イ ン グ 式

737-400 型 

27 H21.6.9 中央燃料タンク

に燃料搭載す

る場合は左右

の燃料タンクを

満杯すべきとこ

ろ、出発地のモ

スクワで燃料搭

載する際に、左

右燃料タンクが

満 杯 で な い 状

態で中央燃料

タンクに燃料を

搭載して運航し

た。 

①燃料搭載を担当

した整備士は、搭

載方法として自動

モードに設定したと

思 い 込 ん で い た

が、実際は手動モ

ードだったため、左

右燃料タンクを満

杯にすることなく中

央燃料タンクに燃

料を搭載した。 

②機体確認を担当

した整備士は左右

の燃料タンク間の

燃料差に気を取ら

れ、当該状況に気

づかなかった。 

③運航乗務員は、

左右の燃料タンク

間の燃料差に気を

取られ、離陸前に

おいて当該状況に

気づかなかった。 

①全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

②当該基地の整備士

に対して燃料搭載

方法を再教育する

とともに、当該運航

乗務員に対して知

識確認を実施 

③燃料搭載時におけ

る必要搭載量の記

載方法の改善 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本航空インター

ナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

777-200 型 



 

- 30 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

28 H21.9.3 巡 航 中 、 左 右

の燃料タンクの

消費量に差が

生じ、左右の燃

料量の差が制

限 値 を 上 回 っ

た。 

機長及び副操縦士

は左右の燃料タンク

の燃料量の差を解

消するために燃料

移行バルブを開とし

たが、そのまま当該

バルブを閉じるのを

失念した。 

①全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

②通常運航時におけ

る燃料左右差に対

する燃料移行操作

の在り方について

周知 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
エアーニッポン 

ボ ー イ ン グ 式

737-700 型 

29 H21.10.16 成田国際空港

へ向 けて降下

中 、 運 用 限 界

速 度に 近づ い

た た め 減 速 を

図ったが、一時

的に運用限界

速 度 を 超 過 し

た。 

操縦を担当していた

運航乗務員は到着

空港のチャートを確

認中で、もう１名の

運航乗務員は客室

内アナウンスを実施

していたため、速度

のモニターが疎かと

なった。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練を

実施 

②同型式機の運航乗

務員に対する事例

紹介・注意喚起 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

エ ア バ ス 式

A320-200 型 

30 H21.10.30 成田国際空港へ

向けて降下中、

進入方式が非精

密進入に変更と

なり、進入限界

高度を下回った

ため、推力を増

し高度の修正を

行ったところ、速

度が増し一時的

に運用限界速度

を超過した。 

①操縦担当の副操

縦士の非精密進

入に対する準備

不 足 の た め 、 修

正 操 作 が 遅 れ

た。 

②機長は操縦外業

務を実施していた

ため、手動操縦を

行う副操縦士へ

の指導を十分な

余 裕 を 持 っ て 実

施できなかった。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練及

び審査を実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
ANA&JP エクスプ

レス 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

31 H21.11.19 東京国際空港

へ向 けて降下

中、一時的に運

用限界速度を

超過した。 

フラップを下ろした

直後に、風向が右

後方から右前方に

急変した。運航乗務

員はフラップを戻し

たが間に合わず、フ

ラップ展開時の運用

限界速度を一時的

に超過した。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練を

実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注意

喚起 

③社内に対策会議を

設置し、一連の不具

合に対する対策を

検討 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②対策会議の検討

状況について継

続的に確認 

全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

 



 

- 31 - 

 

事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

32 H21.11.26 東京国際空港

へ向 けて降下

中、一時的に運

用限界速度を

超過した。 

風の変動により増

速したので自動操

縦で修正を試みた

が追従が遅く、手動

操縦に切り替えて減

速したが、一時的に

運用限界速度を超

過した。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練を

実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③社内に対策会議を

設置し、一連の不

具合に対する対策

を検討 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②対策会議の検討

状況について継

続的に確認 

全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

777-200 型 

33 H21.12.5 杭州（中国）を

離 陸 後 上 昇

中 、 左 右 の 燃

料タンクの消費

量に差が生じ、

左右の燃料量

の差が制限値

を上回った。 

運航乗務員は、離

陸時から発生した燃

料量の差を認識し

ていたが、管制から

の指示が輻輳し、対

応が遅れた。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練の

実施 

②燃料量の差異に対

する操作手順等の

改善 

③社内に対策会議を

設置し、一連の不

具合に対する対策

を検討 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②対策会議の検討

状況について継

続的に確認 

エアーニッポン 

ボ ー イ ン グ 式

737-700 型 

34 H21.12.14 高知空港へ降

下中、一時的に

運用限界速度

を超過した。 

①機速のモニター

不足から運用限

界速度を超過し

た。 

②修正・回復操作に

関して運航乗務

員間の意思疎通

が不十分であっ

た。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練を

実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③社内に対策会議を

設置し、一連の不

具合に対する対策

を検討を検討 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②対策会議の検討

状況について継

続的に確認 

全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

35 H21.12.30 八丈島空港へ

降下中、フラッ

プを下したとこ

ろ、一時的に運

用限界速度を

超過した。 

機長は八丈島進入

中、速度について確

認不足のままフラッ

プ を 下 す よ う 指 示

し、副操縦士も速度

を確認しないままフ

ラップを下したため

運用限界速度を超

過した。 

①当該運航乗務員に

対する教育訓練を

実施 

②全運航乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③社内に対策会議を

設置し、一連の不

具合に対する対策

を検討 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②対策会議の検討

状況について継

続的に確認 

全日本空輸 

エ ア バ ス 式

A320-200 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

⑤機器からの指示による急な操作等 

36 H21.8.1 パリシャルルドゴ

ール空港を離陸

滑走中、右側エ

ンジンの異常を

示す計器表示が

あったため、離陸

を中止した。 

高圧コンプレッサー

の第4段目にある動

翼のうち 1 枚が疲労

破壊により折損し、

それが起点となり周

辺構造部も損傷し、

エンジンの異常に至

ったと推定される。 

①損傷したものと同じ

タイプの動翼を使

用しているエンジン

11 基について点検

を実施し、問題が

ないことを確認。 

②本件により、エンジ

ン製造会社は新デ

ザインの動翼の導

入を推奨している

ことから、順次交換

していく予定 

③新デザインの動翼

に交換するまでの

間は、当該エンジ

ンの繰り返し点検

を実施 

①会社に要因分析

を指示し、対策内

容を確認 

②同型機を使用す

る事業者に情報

提供 

日本航空インタ

ーナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

777-300ER 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

⑥その他 

37 H21.4.5 重整備中に、左

側前方のドアに

あ る 緊 急 脱 出

用スライドの展

開試験を行った

ところ、スライド

に取り付くケー

ブ ル が 引 っ か

か り 正 常 に 作

動しなかった。 

脱出スライドを機体

に取り付ける際、当

該ケーブルの設置

位置がずれていた

ために作動時に引

っかかってしまい、

スライドが正常に展

開しなかったものと

考えられる。 

①同型機全機に対し

て、左右前方ドア

の脱出スライドに

取り付くケーブルの

位置が適切かどう

か検査を実施 

②脱出スライドが確

実に適切な位置に

とりつけられるよう

作業指示書を発行 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

エ ア バ ス 式

A320-200 型 

38 H21.5.11 整備中に、当該

機に取り付ける

ことが認められ

て い な い 電 動

ポンプが装着さ

れていることが

発見された。 

整備作業支援部門

の担当者が、部品

の互換性について

誤った解釈をしてお

り、整備士から装着

の可否について問

い合わせを受けた

際に誤った解釈の

まま装着可能と回

答した。なお、同担

当者は自身の解釈

に確信がなかった

が、技術部門への

確認も怠っていた。 

①当該部品を部品管

理システムで取り

扱う際は、互換性

に係る「注意事項」

が表示されるようシ

ステム改修を実施 

②整備作業実施部門

及び支援部門に対

し、当該事案を周

知するとともに、部

品の装着について

疑義がある場合に

は技術部門に問い

合わせる旨も周知 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
エアーニッポン 

ボ ー イ ン グ 式

737-800 型 

39 H21.7.5 酸素発生装置

の交換作業中

に、化粧室の酸

素マスクについ

て、マスクを引

い て も 酸 素 が

供給されない状

態であることが

発見された。 

①関連作業の実績

は確認されず、機

体製造段階にお

ける不具合の可

能性がある。 

②航空会社におい

て同機に対する

酸素マスク系統

の検査が行われ

ていたが、他の点

検と同時に実施し

たことによる作業

の輻輳や化粧室

エ リ ア の 作 業 環

境の悪さにより、

当該状態が発見

出来なかったと推

定される。 

①機体製造時の不具

合である可能性が

高いため、ボーイン

グ社に改善を要請 

②ANA グループ整備

部門へ事例紹介・

注意喚起 

③同型式機のうち見

落としの可能性の

ある機体の酸素マ

スク系統を点検し、

異常のないことを

確認 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
全日本空輸 

ボ ー イ ン グ 式

777-200 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

40 H21.9.27 高雄国際空港

を離陸後上昇

中、ギャレーに

搭載されたリキ

ッドコンテナが

落下し、リキッド

コンテナ内の湯

が客室内に漏

れた。 

①搭載担当者は、

当該リキッドコン

テナの搭載に際

し、ラッチによる

固定を失念した。

②客室乗務員のギ

ャレー担当者及

びダブルチェック

担当者とも、当該

リキッドコンテナ

のラッチの確認を

失念した。 

①当該客室乗務員に

対する教育訓練 

②全客室乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③不要なリキッドコン

テナの取卸し 

④ラッチ確認手順の

明確化 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本航空インター

ナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 

41 H21.10.3 ホ ノ ル ル 国 際

空港を離陸時、

客 室 後 方 ギ ャ

レーに搭載され

たカートがギャ

レ ー 内 に 飛 び

出した。カート

はギャレー内の

反対側の壁に

当たり、ギャレ

ー 内 で 停 止 し

た。 

ギャレー担当者およ

びダブルチェック担

当者とも、当該カー

トのラッチの確認を

失念した。 

①当該客室乗務員に

対する教育訓練 

②全客室乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③個々のラッチ・スト

ッパーの確認方法

に関する視聴覚教

材の作成 

④注意を要するラッ

チ・ストッパーの設

置箇所へのステッ

カーを添付する対

策を実施予定 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
ジャルウェイズ 

ボ ー イ ン グ 式

747-400 型 

42 H21.11.6 台北空港を離

陸 時 、 客 室 前

方ギャレーに搭

載されたリキッ

ドコンテナが落

下した。 

①離陸前の安全確

認に際し、ギャレ

ー担当者が先に

チェックすべきと

ころ、ダブルチェッ

ク担当者が先に

チェックを実施し

たが、当該ラッチ

の確認を失念し

た。 

②ギャレー担当者

はダブルチェック

の際にラッチがか

かっているだろう

と思い込み、当該

ラッチの確認を失

念した。 

①当該客室乗務員に

対する教育訓練 

②全客室乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③不要なリキッドコン

テナの取卸し 

④個々のラッチ・スト

ッパーの確認方法

に関する視聴覚教

材の作成 

⑤注意を要するラッ

チ・ストッパーの設

置箇所へのステッ

カーを添付する対

策を実施予定 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認 
日本航空インター

ナショナル 

ボ ー イ ン グ 式

767-300 型 
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事案番号 発生日 

概要 原因 航空会社による対策 航空局の措置 事業者名 

型式 

43 H22.3.11 長崎空港への

着 陸 時 、 客 室

後方ギャレーに

搭載されたカー

トがギャレー内

に飛び出した。

カートはギャレ

ー内の反対側

の壁に当たり、

ギャレー内で停

止した。 

①客室乗務員は、

着陸前安全確認

後に離席し、ギャ

レー内のカートか

ら小児用玩具を

取り出した際にス

トッパーラッチに

よるカート固定を

失念した。 

②当該客室乗務員

によりカートから

小児用玩具が取

り出される際、当

該ギャレー近くの

客室乗務員がそ

の様子を見に来

たていたが、スト

ッパーラッチの状

況には気が付か

なかった。 

①当該客室乗務員に

対する教育訓練 

②全客室乗務員に対

する事例紹介・注

意喚起 

③注意を要するラッ

チ・ストッパーの設

置箇所へステッカ

ーを添付する対策

を実施予定 

会社に要因分析を

指示し、対策内容を

確認中 
日本航空インター

ナショナル 

エ ア バ ス 式

A300B4-622R 

（平成 22 年 7 月現在） 
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 なお、報告された安全上のトラブルについて、その内容を分類すると、表Ⅱ－６

のようになります。 

表Ⅱ－６：安全上のトラブルの内容別分類 

内容 件数注9） 

機材不具合 394 

ヒューマンエラー 100 

 運航乗務員 46 

 客室乗務員 12 

 整備従事者 27 

 地上作業員 2 

 設計・製造 8 

 その他 5 

回避操作 264 

 TCAS RA に基づく回避操作 234 

 GPWS に基づく回避操作 30 

FOD 57 

 鳥衝突 45 

 その他 12 

被雷 53 

その他 16 

 884 

注 11）分類別の件数は、要因分析の進捗等に伴い、今後変更されることがあります。 
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３． 安全上のトラブルの評価・分析と今後の対策 

 平成 21 年度中に報告された安全上のトラブルについて、その発生した背景・要

因に関する評価・分析と今後講じるべき対策について、平成 22 年 6 月 29 日に開催

された航空安全情報分析委員会で審議・検討が行われました。そのなかで、航空局

として、今後、以下の取組みを行うことについて報告を行いました。 

● 安全性向上に向けた今後の取組み（概要） 

 

引き続き、安全上のトラブル等の情報等の分析に基づき、機材不具合への対応、

ヒューマンエラー防止への取組み、TCAS RA や GPWS による回避操作に係る情報の共

有を進めていくことが必要。また、このような個別事案への対応とあわせて、航空

会社から報告される安全情報が毎年蓄積されていることを踏まえ、航空安全情報の

効果的な分析及びそれに基づく対策について可能なものから順次実施。 

○ 航空安全情報を用いた予防的安全対策の充実 

・ ASIMS システムについて、運用状況、事業者の意見等を踏まえ、情報共有

のルール見直しの検討、ASIMS システムの高度化等を推進 

・ 国として、自発的報告を収集するための制度の構築等について検討 

・ 航空安全情報について、効果的な分析を行うことにより、より適切な予防

安全対策を図る方策について検討 

○ 安全監査等を通じた監視・監督の強化 

  ・ 航空会社に対して、高頻度かつきめの細かい安全監査を実施するとともに、

安全上のトラブルが発生した場合には機動的に立入検査を実施 

  ・ 客室業務等の監査を専従に行う職員を配置する等により、監査体制の強化

を図り、より専門的かつ体系的な安全監査を実施 

○ ヒューマンエラー防止対策の推進 

  ・ 個別事案ごとに、航空会社による要因分析及び再発防止策を確認するとと

もに、安全監査等の機会を捉え、その実施状況を確認 

  ・ 蓄積された航空安全情報の分析の結果等の活用について検討 
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４．イレギュラー運航 

 イレギュラー運航とは、航空機の多重システムの一部のみの不具合が発生した場

合等に、乗員がマニュアルに従い措置した上で、万全を期して引き返しを行った結

果、目的地の予定が変更される等のものです。 

 表Ⅱ－７に、我が国におけるイレギュラー運航件数の推移を示します。 

 なお、個々の事案の概要については、月ごとにとりまとめ、航空局のホームペー

ジ（http://www.mlit.go.jp/koku/04_outline/02_anzen/04_toukei/01_irregular/index.html/）

で公表しています。 

表Ⅱ－７：イレギュラー運航件数の推移 

 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

エアライン機等注12） 220 232 221 193 231 282 203 204 186 190 

 本邦航空会社 160 169 162 145 175 215 156 146 137 157 

 外国航空会社 60 63 59 48 56 67 47 58 49 33 

そ の 他 67 70 73 61 58 94 87 95 77 111 

全 体 287 302 294 254 289 376 290 299 263 301 

注 12）航空運送事業の用に供される航空機であって、最大離陸重量が 5.7 トンを超える飛行機又は路

線を定めて旅客の輸送を行うものを指します。また、エアラインによる自社の乗員訓練や機体の

試験等を実施中に発生したもの及び鳥衝突、被雷によるものは、その他に計上しています。 

（参考）次のような場合が、イレギュラー運航に該当します（ただし、航空事故又は重大インシデ

ントに該当する場合を除く）。 

1. 離陸後に目的地を変更した場合注13） 

2. 出発地に引き返した場合注13） 

3. 航空交通管制上の優先権を必要とする旨を通報した場合注13） 

4. 航空機が他の航空機又は物件と接触した場合  

5. 航空機が滑走路から逸脱した場合  

6. 滑走路を閉鎖する必要があるような運航があった場合注14） 

注 13） 機材の不具合等によるものに限ります。 

注 14） 滑走路点検のために閉鎖するものを除きます。 
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Ⅲ．平成 21 年度において航空局が講じた措置等 

１．安全監査の実施状況及びその結果概要 

 国では、本邦航空運送事業者の業務の実態を詳細に把握し、これを踏まえた指導

を行うため、本邦航空運送事業者の本社、運航・整備の基地、訓練施設（以下「本

社及び基地」という。）及び運航便に立ち入り、安全監査を実施しています。 

本社では、全社的な安全管理体制の構築状況、運航・整備・客室・運送等の各部門

が行う管理業務の実施状況等を、運航・整備の基地及び訓練施設では、運航・整備

の管理業務、現業部門での業務の実施状況及び要員に対する訓練の実施状況等を検

査しています。 

 運航便では、運航乗務員や客室乗務員の業務の実施状況及び航空機の整備の状況

等を検査しています。 

 また、航空法第 111 条の 4に基づき報告された航空輸送の安全に関わる情報に対

する是正措置の実施状況についても、安全監査でフォローアップしています。 

国が平成 21 年度に行った本邦航空運送事業者に対する安全監査の実施状況及びそ

の結果概要を以下に示します。 

 なお、国土交通省航空局では特定本邦航空運送事業者に対する安全監査を、地方

航空局では特定本邦航空運送事業者以外の本邦航空運送事業者に対する安全監査

をそれぞれ実施しています（表 III－１）。 

 

表 III－１：国土交通省航空局及び地方航空局が担当する本邦航空運送事業者 

航空局が担当する事業者 地方航空局が担当する事業者 
 
特定本邦航空運送事業者（全 14 社） 
 
・日本航空インターナショナル 
・日本トランスオーシャン航空 
・ジャルウェイズ 
・ジャルエクスプレス 
・全日本空輸 
・エアーニッポン 
・エアージャパン 
・エアーネクスト 
・ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス 
・日本貨物航空 
・スカイマーク 
・北海道国際航空 
・スカイネットアジア航空 
・スターフライヤー 

 
特定本邦航空運送事業者以外の本邦航空運送事
業者（全 70 社） 
 
○東京航空局（全 35 社） 
・フジドリームエアラインズ 
・エアーニッポンネットワーク 
・ＩＢＥＸエアラインズ 
・北海道エアシステム 
・新中央航空 
など 
 

○大阪航空局（全 35 社） 
・日本エアコミューター 
・エアーセントラル 
・ジェイエア 
・オリエンタルエアブリッジ 
・琉球エアーコミューター 
・天草エアライン 
など 
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１－１ 安全監査の実施状況 

（１）安全監査の件数 

 特定本邦航空運送事業者については、全 14 社の本社及び基地に対し 299 件の安

全監査を実施しました。また、運航便に対する立ち入りを 2065 件実施しました。 

 また、特定本邦運送事業者以外の本邦航空運送事業者については、全 70 社のう

ち 41 社の本社及び基地に対し、102 件の安全監査を実施しました。運航便に対す

る立ち入りは、18 社に対して 375 件実施しました。 

 

表 III－２：安全監査の実施件数（平成 21 年度） 

対象 特定本邦航空運送事業者 左記以外の本邦航空運送事業者

本社及び基地 299 件 102 件 

運航便 2065 件 375 件 

  
 

（２）不具合事象等への対応 

 本邦航空運送事業者において、安全に影響を及ぼす疑いのある事例が発生した

場合等には、当該事業者に対し、必要に応じて機動的に立入検査を実施し、事業

者の運航の現状等を確認するとともに、不適切事項が認められた場合には是正措

置の策定等必要な指導を行っています。 

 また、その後の安全監査等を通じて事業者における是正措置の実施状況をフォ

ローアップすることとしています。 

 表 III－３に、不具合事象等に対して実施した主な安全監査を示します。 

 

表 III－３：不具合事象等に対して実施した主な安全監査 

事業者名 立入検査実施日 不適切事例 

朝日航洋 H21.11.18 
確認主任者に発令されていない者

による基準適合証の発行 

アカギヘリコプター H22.3.23 木材搬出作業中の配電線の切断 

スカイマーク H22.3.15-4.2 
安全管理上の不適切な対応の連続

発生 
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 特にスカイマーク社については、社長及び安全統括管理者が機長の安全優先の

判断を尊重せず運航を指示した事案、操縦室内でデジタルカメラを使用した事案、

管制指示を逸脱して運航を行った事案が連続して発生したことから、平成 22 年 3

月 15 日から 4月 2日まで 3週間に渡って、同社の本社、主要基地及び運航便に対

し、特別安全監査を実施しました。当該特別安全監査においては、運航、整備及

び安全管理の全ての業務分野を対象に、個別不適切事案を取り上げたうえ、その

背景要因について、関係者からの徹底的な聞き取りを行うことにより、会社の管

理の方法や体制の問題点を明らかにしています。なお、当該特別安全監査の結果

を踏まえ、平成 22 年 4 月 6 日に同社に対し、安全管理体制、運航体制、整備体制

等の改善について業務改善勧告を行っています（特別安全監査及び業務改善勧告

の詳細は http://www.mlit.go.jp/report/press/cab10_hh_000024.html を参照下

さい）。 
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１－２ 安全監査の結果概要 

 平成 21 年度に実施した本邦航空運送事業者に対する安全監査において、法令･

通達･社内規定等に照らして不適切又は改善の余地があると認められた事項（以下

｢不適切事項等｣といいます。）の内訳を以下に示します。国は、安全監査で認めら

れた不適切事項等についてはその都度検討・是正を指示し、是正状況をフォローア

ップするとともに、各社が構築する安全管理体制が有効に機能するよう指導し、輸

送の安全性の確保・向上に努めています。 

 

（１）特定本邦航空運送事業者 

 国土交通省航空局が特定本邦航空運送事業者 14 社の本社・基地に対して行った

安全監査において、不適切事項等は約 246 件認められました。その内訳は、安全

管理関係が約 5%、運航関係（運航乗務員、客室乗務員、運航管理及び運送業務に

係るもの）が約 39%、整備関係（整備管理、整備従事者、整備施設及び地上取扱

業務に係るもの）が約 56%でした（図 III－１）。このうち、運航関係の内訳を図

III－２に、整備関係の内訳を図 III－３に示します。また、これらの安全監査で

認められた不適切事項等の主な事例を表４に示します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－１：不適切事項等の内訳 図Ⅲ－２：運航関係の不適切事項等の内訳 図Ⅲ－３：整備関係の不適切事項等の内訳
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表 III－４：不適切事項等の主な事例及び是正措置 

（特定本邦航空運送事業者） 

 不適切事項等 是正措置 

安全管理関係 

○安全管理規程に基づく安全目標及

び成果の中間評価を予定通りに実

施されていなかった。 

○月次会議で進捗状況等を確認すること

とした。 

運

航

関

係 

運航乗務員 

関係 

○定期審査での低評価者に対する措

置が規則通りに実施されていなか

った。 

○低評価者に所定の訓練を実施 

○審査報告書の内容確認の徹底及び低評

価処置報告書様式を修正 

○手順どおり操作を行っているかを

確認するための飛行について、当該

運航乗務員のスケジュール変更に

伴い、6 ヶ月に 1 回のところを、12

ヶ月に 1 回しか実施されていなか

った。 

○未実施者に当該確認飛行を実施 

○スケジュール変更により未実施となっ

た場合は、業務日誌にその旨を記入し、

管理担当者等は当該訓練日の日誌を確

認することとした。 

客室乗務員 

関係 

○審査での低評価者に対する措置に

関する規定について、設定期限まで

に規定化されていなかった。 

○訓練審査管理規則に低評価者に対する

措置を規定 

○定期的に実施する緊急対策客室訓

練及び緊急対策合同訓練のそれぞ

れにおいて審査すべきところ、緊急

対策合同訓練の審査が行われてい

なかった。 

○緊急対策合同訓練についても審査を実

施するよう訓練及び審査実施要領を改

訂 

運航管理 

業務関係 

○深夜帯は航空情報で指定された標

準計器出発方式(飛行経路)で飛行

しなければならないところ、これと

は異なる飛行実施計画が作成され、

それにより運航が開始された。 

○運航乗務員、運航管理者及び運航支援者

に対し、事例紹介・注意喚起を実施 

運送業務 

関係 

○危険物取扱の要領及び訓練教材に

最新情報が反映されていなかった。

○情報入手、内容確認、改正手続き等を適

切に実施する体制を構築 

○委託元が定めた教育訓練が適切に

実施されていなかった。 

○運航に関わる手順書の承認を行う体制

を構築し、周知徹底を実施 

整

備 

関

係 

整備管理 

業務関係 

○消耗部品について、台帳の有効期限

と現物記載の有効期限が異なって

いた。また、有効期限を設定すべき

部品に有効期限の設定がなかった。

○当該期限を修正し、他の部品の健全性を

確認 

○規定に従った有効期限の設定及び記

入・確認を徹底 

整備従事者 

・整備作業 

関係 

○整備点検記録に、非該当項目である

にもかかわらず、作業を実施した旨

の押印がなされていた。 

○関係者に対し、事例紹介・注意喚起を実

施 

○点検済で整備処置の必要のないキ

ズにも修理持越しの表記が施され

ていた。 

○容易に目に付くキズについては、許容値

内でもコンピュータに整備記録を残す

ように規定 

整備施設・ 

部品関係 

○部品庫に有効期限が切れた潤滑剤

（廃棄品）が保管されていた。 

○関係者に対し、事例紹介・注意喚起を実

施 

○有効期限が切れた消耗品等（廃棄品）の

確実な管理を行うよう規定を改訂 
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○部品庫に保管されていた酸素ボト

ルの保管期限については、耐圧試験

日から 36 ヶ月とすべきところ、こ

の期間を超える容器の有効期限日

が記載されていた。 

○当該酸素ボトルの保管期限を修正 

○事例紹介及び注意喚起を実施 

地上取扱 

業務関係 

○防除雪氷液の管理台帳が適切に管

理されていなかった。 

○管理要領に基づき確実な数量管理を徹底

○他基地の調査･確認を実施 

○整備補助作業者について、座学訓練

を一部実施しないまま、社内資格を

付与していた。 

○訓練教官及び本社管理部門において訓

練修了確認を行うよう規定を改訂 

○他基地の調査・確認を実施 

 

（２）特定本邦航空運送事業者以外の本邦航空運送事業者 

 地方航空局の航空事業安全監督官が特定本邦航空運送事業者以外の航空運送事

業者 41 社の本社・基地に対して行った安全監査において、不適切事項等は約 185

件認められました。その内訳は、安全管理関係が約 21%、運航関係（運航乗務員、

客室乗務員、運航管理及び運送業務に係るもの）が約 32%、整備関係（整備管理、

整備従事者、整備施設及び地上取扱業務に係るもの）が約 47%でした（図 III－４）。

このうち、運航関係の内訳を図 III－５に、整備関係の内訳を図 III－６に示しま

す。また、これらの安全監査で認められた不適切事項等の主な事例を表 III－５

に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－４：不適切事項等の内訳 図Ⅲ－５：運航関係の不適切事項等の内訳 図Ⅲ－６：整備関係の不適切事項等の内訳
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表 III－５：不適切事項等の主な事例及び是正措置 

（特定本邦航空運送事業者以外の本邦航空運送事業者） 

 不適切事項等 是正措置 

安全管理関係 

○安全目標を達成するために、関連部署

において具体的施策を策定すること

となっているが、これが策定されてい

なかった。 

○関連部署において、具体的施策を策定

し、会社の安全目標を達成する指針を

明確化 

運

航 

関

係 

運航乗務員 

関係 

○規定された要件を満たしていない者

が技能審査担当操縦士として任命さ

れていた。 

○当該者について技能審査担当操縦士

の任から解除 

○規定の適用及び運用について周知徹

底を実施 

○機長の定期訓練は航空機の型式ごと

に実施することになっていたが、２型

式以上の機長発令を受けている者に

対しての型式ごとに訓練が実施され

ていなかった。 

○定期訓練について、実機と座学訓練の

実施方法を見直し、確実に全ての型式

について訓練が実施されるよう関連

規定を見直し 

客室乗務員 

関係 

○客室乗務員の審査における低評価者

に対する措置が社内規定等に設定さ

れていない。 

○客室乗務員の審査に係る規定を改訂 

運航管理 

業務関係 

○運航管理補助業務を委託する場合、運

航管理補助者は委託元の資格要件を

満足しなければならないが、資格要件

を満足するための相違点訓練が実施

されていない。 

○運航管理補助者候補者ごとに必要と

なる訓練項目を検証し、訓練項目を設

定 

○航空機の基本重量が誤った重量とな

っていた。 

○航空機の基本重量値は、整備及び運航

管理部門双方で確認した上で重量重

心計算書に使用されるよう手順を見

直し 

運送業務 

関係 

○搭降載管理業務に係る社内規定の内

容と委託先の業務手順が異なってい

た。 

○社内規定の内容に沿うように、委託先

の業務手順を変更 

整

備 

関

係 

整備管理 

業務関係 

○委託整備作業に関して、作業内容の変

更に関する指示・管理方法が不明確で

あった。 

○社内規定を新規に設定し、管理方法等

を明確に規定 

○整備に係る監査の間隔、監査実施者に

ついて、規定どおりに実施されていな

かった。 

○規定に従い、再度監査を実施 

○監査頻度(間隔)と監査実績を管理す

る体制を構築 

整備従事者 

・整備作業 

関係 

○規程上、作業に使用した計測器につい

ては整備記録に記載することとなっ

ているが、記載していないものがあっ

た。 

○関係者への事例紹介・注意喚起 

○整備従事者の審査評価等について、規

定どおりに実施されていなかった。 

○再審査及び評価を実施 

○訓練シラバスについて実態に合わせ

た見直しを実施 
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整備施設・ 

部品関係 

○予備部品について、使用可能タグや領

収印等の無いものが保管されていた。

○領収検査を再度実施し、領収印等を表示  

○担当者に対し、再教育を実施 

○関係者への事例紹介・注意喚起 

○領収検査の終了していない部品を機

体に装備していた。 

○当該部品の確認を実施 

○検査制度に関する教育訓練を実施 



 

- 47 - 

２．航空輸送の安全に関して国が講じた行政処分その他の措置 

 国は、輸送の安全を確保するため、必要があると認めた場合には、航空法第 112

条（事業改善命令）、第 113 条の 2 第 3 項（業務の管理の受委託の許可取消し及び

受託した業務の管理の改善命令）及び第 119 条（事業の停止及び許可の取消し）に

基づいた行政処分を行います。また、行政処分に至らない場合でも、航空運送事業

者が自らその事業を改善するよう行政指導を行うことがあります。 

 平成 21 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日までの期間において、輸送の安全に

関して国が行った行政処分はありませんでした。一方、行政指導として国が業務改

善勧告や厳重注意等を行った事案が９件ありました。表 III－６に、この９件の概

要を示します。 

 

表 III－６：輸送の安全に関して国が行った厳重注意等 

発出日 事業者名 概要 事業者による対応 

H21.4.14 日本トランス

オーシャン航

空 

平成 21 年 3 月 21 日に爆発物（不発弾）

が入った手荷物を保安検査で発見できず

に旅客機で輸送したことが判明したため、

厳重注意を行い、再発防止策の策定を指

示した。 

○Ｘ線検査で不審な点があれば躊

躇なく開扉検査を実施 

○保安検査担当者への再教育及び

審査 

○定期教育に能力審査を追加 等

H21.4.17 ス カ イ ネ ッ ト

アジア航空 

平成 19 年 9 月 20 日の運航便着陸中に、

運航乗務員が航空会社職員に依頼し操

縦室にてデジタルカメラによるビデオ撮影

を行わせていた事実が判明したため、厳

重注意を行い、再発防止策の策定を指示

した。 

○安全優先及び法令遵守に向けた

意識の再徹底 

○事例の風化防止を行い実践的な

社員教育の実施 

○運航乗務員に対する意識改革の

取り組みを強化、内容の充実 

等H21.4.24 ス カ イ ネ ッ ト

アジア航空 

平成 19 年 9 月 20 日の運航便着陸中のビ

デオ撮影以外においても、運航乗務員に

よる離着陸時のビデオ撮影が３件判明し

たため、厳重注意を行い、再発防止策の

徹底を指示した。 

H21.4.24 日 本 貨 物 航

空 

B747-400F 型機 8 機のうち 1 機が耐空性

改善通報にて要求されている水平安定板

駆動機構の繰返し点検の期限を超えて運

航していたことが判明したため、厳重注意

を行い、全ての耐空性改善通報の実施状

況の点検と再発防止策の策定を指示し

た。 

○耐空性改善通報の実施状況につ

いて問題のないことを確認 

○耐空性改善通報で指示された点

検等の設定内容に関する組織的

なチェック体制の強化 等
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H21.5.19 ス カ イ ネ ッ ト

アジア航空 

平成 21 年 3 月 15 日の運航便において、

出発前点検を担当した整備士が航空日

誌への署名を失念し、当該便の機長も同

日誌の記載内容を確認しないまま運航を

行ったことが判明したため、厳重注意を行

い、再発防止策の策定を指示した。 

○運航乗務員が航空日誌に整備士

の署名があることを確実に確認す

る手順の設定 

○当該運航乗務員等に対する教育

の実施 

○関係者に対する事例紹介・周知徹

底の実施 等

H21.9.29 フジドリーム

エアラインズ

平成 21 年 9 月 26 日の運航便に業務とし

て搭乗していた同社社員(整備士)が、着

陸進入時にコンピュータを使用したことが

判明したため、厳重注意を行い、再発防

止策の徹底を指示した。 

○法令遵守の徹底及び電子機器使

用等に関する教育の実施 

○不安全情報の迅速な報告の徹底

及び連絡体制の強化 等

H21.11.30 全日本空輸 B777 型機 43 機のうち 3 機において、海外

整備委託先の作業により乗客用酸素マス

クが不適切な方法で収納され、適正に落

下しない可能性があるまま運航していた

事実が判明したため、厳重注意を行い、

委託管理体制の見直しなど再発防止策

の策定を指示した。 

※ 当該海外整備委託先に対しても立入

検査を実施し、平成 21 年 12 月 22 日に

業務改善勧告を実施。 

○委託先作業に対する立会検査項

目等の見直し 

○整備委託先の作業員に対する事

例紹介・注意喚起 

○整備委託先において、非常用装

備品に関する訓練を強化 等

H22.2.24 ス カ イ ネ ッ ト

アジア航空 

B737-400 型機 9 機のうち 3 機が耐空性改

善通報にて要求されている繰返し点検の

期限を超えて運航していたことが判明した

ため、厳重注意を行い、全ての耐空性改

善通報の実施状況の点検と再発防止策

の策定を指示した。 

○耐空性改善通報の実施状況につ

いて問題のないことを確認 

○整備計画策定時における点検項

目及び内容の明確化 

○整備計画システムについて、警告

機能の追加等の機能強化 等

H22.3.9 スカイマーク 平成 22 年 2 月 5 日、機長が運航開始前

に先任客室乗務員が十分に声を出せな

い状態であることに気づき、当該乗務員

の交代を求めたが、社長及び安全統括管

理者は機長に対して当該乗務員の交代を

行わないまま運航するよう求め、これを拒

否した機長を交代させ当該便を運航させ

た事案が発生した。これは安全管理上不

適切なことから、厳重注意を行った。 

※ その後、同社に対し特別安全監査を

実施し、平成 22 年 4 月 6 日に安全管理

体制、運航体制及び整備体制等の改

善について業務改善勧告を実施。 

○安全統括管理者が中心となって、

社員との直接の対話等を通じて安

全情報の共有の重要性を周知・浸

透させる安全プロモーション活動

の展開 

○社内の安全管理システムが適切

に機能していることを確認するた

めの体制の構築 

○社員に対する法令等の遵守に係

る安全教育を実施 等

 


